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第 29 回定期総会を成功裡に開催 

２０14 年活動方針を採択（10/7）！ 

  「交通基本法案」の早期成立等の新方針を採択！                                    

10 月 7 日、東京都内の「全日通霞が関ビル」において第 29 回交運労協定期

総会を開催した。来賓は、連合の神津里季生事務局長をはじめ国土交通省から

藤井直樹総合政策局公共交通政策部長、厚生労働省から伊藤昭彦政策統括官付

労使関係担当参事官、民主党近藤昭一総務委員長、社民党福島みずほ参議院議

員、交運労協議員懇として赤松広隆衆議院議員、田城郁参議院議員が出席した。

総会議事は 2013 年度活動報告および決算報告、2014 年度活動方針及び予算案

を提案し、満場一致で採択した。 

新役員には藤井一也議長（再：私鉄総連）、関政治事務局長（再：運輸労連）

等が選出された。  

                                

  

総会は、伊藤彰信副議長（全港湾中

央執行委員長）の司会で始まり、慶島

譲治事務局次長からの資格審査委員

会報告を行い、成立(代議員 79 名中

/72 名出席、特別代議員 9名出席)後、

議長団に上村良成代議員（ＪＲ連合）、

七牟礼時夫代議員（全日建運輸）を選

出し、総会議事を進行した。 

[議長団に上村、七牟礼両氏を選出] 

 

[藤井一也議長挨拶要旨] 

各来賓者の紹介と出席のお礼を行った後、以下の挨拶をした。 

(1)２年 7 カ月が経過しようとする「東日本大震災」について、交運労協の一

人ひとりが、震災を忘れず、被災地、被災者の心の声に耳を傾け、被災地の地

方交運労協とも連携し、取り組みを進めたい。 

(2)先の衆参選挙の結果、自民党安部政権となり、アベノミクスを展開し、期
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待感から円安・株高が進み一部の大企業の業績が回復したように見えるが、一

方では、輸入品目の原油や食料品が上昇し、また、来年 4月から消費税が 8％

に引き上げることにより、家計費負担増となる。社会保障制度を持続可能なも

のとするために国民が増税を受け入れたことに対し、交運労協としては、議員

懇談会議員とともに注視をしていかなければならない。 

(3)交通基本法について、6月 13 日に民主・社民の議員立法として提出し、現

在は閉会中審査扱いという状況である。国交省は、地域公共交通活性化・再生

法の改正で、今後の地域公共交通サービスの在り方などを審議することになっ

ている。しかし、地域の公共交通政策に取り組むためには、交運労働者が一体

となり、意見反映することが重要である。交運労協は、力を結集して、規制緩

和等の不条理、安全・安心な社会への道筋を切り開いていくことが大きな課題

であり、また、７年後のオリンピック開催に向け、今以上に利便性に優れた交

通機関をめざし、陸・海・空を含め交運労協が一体になって取り組んでいきた

い。 

 

 [神津里季生連合事務局長挨拶要旨] 

10 月 3～4 日の連合大会で事務局長に選出され、事務局長に就任した。連合

は、衆参の選挙を経て厳しい状況であること、そして、格差社会を生じている

ことが問題であること等を述べ、連

合としては、連合政策として関係議

員とともに前進させていき、また、

労働者のための運動を世論に訴え、

マスコミ対応をしていきたい。労働

組合としての力で大衆運動を含め、

キャンペーン第二弾を組んでいき

たいので、交運労協にも協力をお願

いしたい。 

 

[各来賓からの挨拶] 

国土交通省から藤井直樹総合政策局公共交通政策部長、民主党近藤昭一総務

委員長、社民党福島みずほ前党首、交運労協議員懇として赤松広隆衆議院議員、

田城郁参議院議員から挨拶を頂いた。 

 

[関政治事務局長から活動方針等を提案] 

関政治事務局長より「2013 年活動報告」「2014 年活動方針(案)」、細川健事

務局次長より「2013 年決算報告」「2014 年予算案」の提案を行った後、質疑応

答に入り、以下の発言を受けた。 

 



 

[発言者と発言項目] 

 質疑には 4名の代議員が発言した。 

 

ＪＲ連合：ＪＲ北海道で多発する事故について、交運労協関係各位にお詫び

を申し上げる。(1)背後要因を含め､原因究明､再発防止を果たし､安全最優

先の企業風土を創るため、職場実態を踏まえた労使関係協議を積重ね､Ｊ

Ｒ連合は、働く立場で、安全・信頼されるＪＲ産業を目指していきたい。

(2)総合交通体系の維持に向けた制度設計について、政府は、持続可能な

交通体系を維持、構築することを政策目標と位置付けてきたが、高速道路

に関わる各施策は、総合交通、環境政策の視点を欠き、相互間の公正な競

争バランスを崩し逆行する政策であった。政府が高速道路に関わる抜本的

な政策等を見直し、持続可能な交通体系維持のためにも、対等な競争条件

を創出すべく鉄道を含めた競争環境にある公共交通に対し、公的助成に向

けた取組みを要望する。（3)地域公共交通の維持にむけた制度設計につい

て、東日本大震災･自然災害に起因した公共交通網の遮断は､地元住民にと

り日常生活に欠くことができない社会インフラであることを改めて浮き

彫りにした。災害復旧は事業者責任で執り行うことが原則であるが、中小

事業者は負担となり経営が危ぶまれる懸念がある。地域公共交通の充実を

図る制度的枠組みのあり方､安全かつ効率的な運営や良質なサービスを確

保するための方策を交運労協として積極的な議論に参画してほしい。 

 

ＪＲ総連：ＪＲ北海道で発生している事故・不祥事に対してのお詫びを申し上

げる。①2014 春季生活闘争について、ＪＲ総連組合員は、一時金ではなく、

月例賃金の引き上げ、特にベアの獲得に力を入れた春闘にすべきと考えて

いる。交運労協に結集するすべての構成産別が、ベア要求を掲げて闘い、

労働条件の向上、労働者の団結を強め、意識を高める重要な役割がある。

そのためにも大衆へのアピール、過度な政治介入を許さない体制づくりも

必要である。交運労協の旗の下で、勝利する春闘をつくりあげて、共に全

力で取り組みたい。②東日本大震災における復興・復旧について、鉄道災

害復旧補助の仕組みの「鉄道軌道整備法」に補助制度がある。ＪＲ東日本

は、黒字企業となっているため対象外とされているが、地方公共交通を維

持するため、政策推進として災害の被害に対する企業負担を軽減する取組

みお願いしたい。 

 

ＪＲ総連：鉄・軌道部会の鉄道係員に対する暴力行為の防止についての要請と

して、2010 年 1 月に、ＪＲ東日本の中央線武蔵境駅で発生した契約社員の

組合員が被害を受けた暴力事件があったことを踏まえ、会社に対して第三



者加害などと曖昧にせず「乗客からの暴力」として会社に毅然とした態度

で対応するように求め、防止のための対策を行っているが、暴力行為はあ

とを絶たない。交通運輸産業で働く労働者を乗客から守るために抑止のキ

ャンペーンなど、交運労協へ協力を要請する。 

 

交通労連：ハイタク部会に関連して、新潟交通圏のタクシー会社の運賃カル

テル疑いで独禁法違反とされた事件について、公取委から厳しい結果にな

るかもしれない。全自交労連、また私鉄総連にも支援していただいたお礼、

また、今後についても引き続き支援をお願いしたい。 

 

 

[活動方針等の採択] 

 議長団の采配により、2013年度の活動報告および会計報告、2014年度の方針提

案と予算案の提案に対して、拍手による事案毎の採択を求め、いずれも満場一致で

採択した。 

  

[新役員を選出]（別添） 

役員選出は長谷川武久役員推薦

委員長（全日建運輸会長）より、

新役員を選出する経過を報告した

後、新役員立候補者の氏名を発表

し、総会での取り扱いを求めた。

議長団からは、総会に付議された

事案として取り扱い、満場一致で

承認し、新役員体制が確認された。 

 

[『総会宣言』を採択]（別添） 

別紙に添付した『総会宣言』（案）を慶島譲治事務局次長の読み上げによる

提案を行い、満場一致で採択された。 

 

[武井政治副議長の閉会挨拶] 

閉会の挨拶に立った武井政治副議長（ＪＲ総連執行委員長）は総会議事の采

配を振るった議長団に敬意を表した上で、「交通基本法案」の早期成立を訴え、

また、自民党政権で我々は厳しい状況にあるが、労働者のために政策等に取組

み、労働組合に光をあてるように前進することを呼び掛け、全体で頑張ってい

くことを確認したい。 

 

 



 

[藤井一也新議長（私鉄総連）の団結ガンバロウ] 

閉会挨拶後、藤井一也議長の音頭で団結ガンバロウを行い、散会した。 

 

[寄せられたメッセージ等] 

(順不同） 

民主党大畠章宏幹事長・三日月大

造衆議院議員・辻元清美衆議院議

員・若井やすひこ衆議院議員・金

子洋一参議院議員・野田国義参議

院議員、社民党吉田忠智参議院議

員。       

 

以 上 



 



 

 

 

 

 

 



 


